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“アジア中小企業の現状に関する調査研究”の要約　中小企業の現状

	
	NIES諸国
	アセアン諸国
	中国・ベトナム

	中小企業を取り巻く経済環境
	　韓国、台湾、シンガポールいずれの国も、輸出志向工業化により高度成長を遂げ、現在は産業構造高度化の時代を迎えている。
　しかしながら、輸出志向工業化による高度成長のなかで、中小企業の位置づけは各国で違いがみられる。韓国では、少数の大企業に資源を集中した工業化が進められ、中小企業が供給を担うべき資本財や高品質の部品は輸入に頼る構造が形成された。台湾では、大企業が国内市場を主としているなか多くの中小企業は輸出品の生産を主体として輸出拡大・経済成長に貢献した。一方、シンガポールでは、高度成長に寄与した主要企業は米国や日本などの多国籍企業で、地場中小企業は軽工業部門にとどまったままであった。
	　タイ、マレーシアでは70年代から輸出産業振興が行われ、80年代後半に海外からの直接投資が拡大し高度成長を達成した。エレクトロニクス、自動車などの組立機械産業を中心に、製造業のGDP比率は30%に達している。しかし、組立機械工業をサポートする中小部品企業など、裾野産業の形成は遅れている。
　一方、インドネシアでも80年代後半以降、フィリピンでも90年代に入り政情が安定した後、貿易・投資の自由化により労働集約型輸出産業を中心に工業化が進んでいる。とはいえ、産業別のGDP比率では第一次産業の比重も高く、製造業のなかでも食品工業が40%程度の比率で突出している。
	　中国では78年の改革開放政策、ベトナムでは86年のドイモイ以降、市場経済化路線を歩んでいる。中国では景気の過熱と引き締めを繰り返しつつも高成長を続けており、ベトナムも90年代に入り高成長を達成している。両国とも第一次産業の比重は依然高いものの、工業化が進展し軽工業型製品の輸出が増加している。

	政府の中小企業政策
	　韓国、台湾では従業員数や資本金・資産総額を基準に法令で中小企業を定義付けている。シンガポールでは中小企業の明確な定義はなく、融資・補助金制度の対象企業を中小企業の定義として用いることが多い。
　いずれの国でも中小企業は、保護の対象ではなく、国際的な市場経済下で競争力をもった主体として位置づけられている。自立的成長や自助努力を支援する政策として、資金供給面での支援策のほか、海外進出への支援策も整えられつつある。

　このような政策を立案・展開する機関として、韓国では97年に中小企業庁設置されており、台湾でも経済省に中小企業局が設けられている。シンガポールには中小企業専門機関はないが、経済開発庁が中心となり政策を展開している。

　また、海外からの投資に関しては、製造業分野では比較的開放的な政策がとられている。サービス部門においても、近年は規制が緩和される傾向にある。
	　マレーシアでは中小企業開発公社、フィリピンでは中小企業開発委員会や中小企業研究所において、従業員や資本金、総資産額によって中小企業の定義付けが行われている。一方タイとインドネシアでは統一した明確な定義はなく、工業省などの機関によって政策にあった定義付けを行っている。

　マレーシアでは96年に中小企業公社が設立され、国際市場で競争力をもつ中小企業を育成するとの理念のもと、大企業との連携や技術向上を図る政策が展開されている。一方、タイやインドネシアでは、中小企業を主とした産業育成は工業省が主体で、その重点は地域・地方の産業振興に置かれている。

　いずれの国においても、80年代後半に、外国からの投資を奨励する法令や体制が整備され、奨励分野を定め優遇措置が用意される一方、外資に対する規制措置も実施されている。
	　中小企業の定義については、中国では産業別に生産能力に応じて基準があるが、ベトナムにはない。
　両国とも中小企業に関する統一的な理念や担当組織はなく、中国では所有形態に応じて管理組織が異なっている。中国では、中小企業がほとんどを占める郷鎮企業の育成措置が取られたり、個人経営・私営経営に関する規制も緩和されている。しかし、ベトナムでは、工業化は国営セクター主導の方針で、非国営セクターの位置づけは不明確である。
　外資導入に関する法規は整備されつつあり、投資分野のガイドラインや優遇措置も設けられている。
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	　いずれの国においても、製造業全体における中小企業の企業数は9割を超えているが、台湾の中小企業は独立志向が強く、また輸出志向が強いという特徴がある。韓国では生産活動が首都圏に集中し、地方の中小企業は脆弱である。シンガポールの中小企業は近代的産業を担う大企業の狭間で伝統的な軽工業部門にとどまっている。また、台湾、シンガポールの中小企業は、華人の伝統的な家族・同族経営の傾向が強い。

　いずれの国でも、設備の導入・投資は盛んで、生産管理面での知識などは普及しているが、生産管理の実効面では不十分なところもある。また、高度化に向けた技術開発、導入への積極性には欠ける面もみられる。

　労働市場はほぼ完全雇用に近く、賃金も上昇している。中小企業にとっては、労働力不足と高労働コストに苦しむ状況となっている。労働力の定着性も悪く、専門家が育ちにくい状況にある。

　企業の資金調達は銀行借入が主体となっているが、信用力や担保力の乏しい中小企業は調達が難しい状況である。台湾、シンガポールでは家族・同族経営的性格から、家族や親族、友人からの資金供給に頼る部分も大きい。

　企業間の関係では、一般的に、国内大企業との下請け・系列関係は少ない。台湾では、むしろ海外企業とのネットワークによってOEMやODMを通じて、海外市場にアクセスしている。韓国では政策支援もあり、近年は系列化が進んでいる傾向もある。

　各国ともインフラや工場団地等は整備されている。台湾の新竹科学技術園区では電子産業等ハイテク企業が集積し、台湾の電子・情報産業発展の核となっている。また、台湾とシンガポールでは、アジア域内のビジネスの中心地になる構想も策定されている。

　このような環境のもと、中小製造業の今後の課題と発展の方向としては、アセアン諸国の追い上げや産業高度化に対応して、技術や研究開発の水準を向上させることが最重要と考えられる。
	　中小製造業には機械産業と素材指向型地場産業の２つのタイプがあるが、機械産業での中小企業は少ない。食品や木材製品など地場産業では、伝統的な市場・技能で自足的な活動をする中小企業が大半である。

　タイやマレーシアでは、機械産業などで経営近代化した企業もあるが、ほとんどは前近代的な家族志向経営が行われている。また、フィリピンでは、小企業家層は高学歴で事業知識があるものの、零細企業では貧しく教育程度の低い企業家が大半である。インドネシアの地場産業では企業経営というより家内作業的な色合いが濃い。

　裾野産業の設備や技術水準という点では、タイやマレーシアにおいても設備は前近代的なものが多く、技術水準も通常技術レベルは大丈夫だが、応用技術はまだ不十分な状況にある。インドネシアやフィリピンでは、設備、技術、管理ともまだまだ未熟な水準にある。

　労働市場は、タイ、マレーシアでは、労働需要が逼迫し、賃金も高騰している。技術・専門職や熟練工の人手不足は深刻で、ジョブホッピングも横行している。一方、インドネシア、フィリピンでは、労働力が豊富にあり賃金水準も低い点は共通している。しかし、労働力の質の面では、インドネシアは高等技術教育が遅れ低質であるのに対し、フィリピンでは一般的に教育レベルは高く、技術者や技術系の大卒者は廉価で豊富である。

　企業の資金調達は銀行借入が中心であるが、担保や信用力の低い中小企業は調達困難な状況である。タイでは、中小企業が内部留保を蓄積してから投資を行うため設備の近代化が遅れる、設備はリースを利用する、という面もある。各国では、中小企業向けの政策金融が準備されているが、その実態は明らかではない。

　企業間関係は、機械産業においても大企業と中小企業のリンケージに欠けているといわれる。部品で品質が要求されるものは日系企業から調達し、地場企業からは副資材や雑貨品程度という指摘もある。一次下請は、系列化されていても、二次、三次となると浮動的な関係である。

　インフラ整備はマレーシア以外では遅れているが、各国とも海外からの投資奨励のために工業団地の整備に力を入れている。

　中小企業においては、裾野産業育成が急務となっており、そのためには大企業との連携を強化しながら技術力向上、人材育成を図ることが課題と考えられる。
	　中国では中小企業のほとんどは非国有企業であり、ベトナムでも国有企業は減少し民間企業や家族経営が増加している。中国の中小企業は国有企業に比べ経営が弾力的で、開放改革後の高成長の牽引役となっている。一方、ベトナムの民営企業は、国内市場は国営企業に抑えられているため、海外からの委託生産を行う傾向が強い。もっとも、生産設備は旧式で老朽化しており、技術力もみずから製品開発できるレベルにない。

　労働市場は、失業率が二桁台とみられており、労働力は豊富で、賃金水準も一般的には低い。中国では、国有企業に技術者などの層が厚く、郷鎮企業では農民出身がほとんどで質はあまり高くない。一方、ベトナムの労働者は一般に勤勉で優秀とされている。

　企業の資金調達の面では、銀行貸出は依然、国有・国営企業優先である。ベトナムでは融資額の2倍の不動産担保が必要とされる場合もあるなど、中小企業の資金調達は難しい。中国では、伝統的な民間金融を利用して投機や詐欺の問題も起きているようである。

　企業間の分業・協力体制はあまり確立されていないが、中国でも地域や業種によっては分業体制が構築されつつある。ベトナムでは、外資系企業の委託加工・組立生産という関係が多くみられる。

　インフラ整備は遅れている。中国では沿海地区中心に経済特区などが設置されているが、ベトナムの輸出加工区は挫折気味で、現在は工業団地が注目を集めている。

　中小製造業の発展のためには、中小企業の専門機関を設立し、金融などの振興策や法制度を整備することが、まず必要と考えられる。

	
	流通業
	　経済成長にともない、消費が拡大し、流通分野の規制緩和・外資開放が進むなか、業態の多様化や出店の増加など流通業も発展しつつある。とはいえ、企業数では中小規模の企業が大半である。都市部の近代的な百貨店やショッピングセンターと地域の伝統的な小売業が共存している状況で、スーパーなどは未発達である。
　シンガポールの流通業は、地理的・歴史的要因から国際化されており、輸出入業を兼務する卸売業者も多い。一方、韓国、台湾では、メーカーの流通支配力が強い。韓国では伝統的に商業蔑視傾向が強く、流通業は製造業の下位概念として位置づけられる側面がある。台湾では小売業に比して卸売業が少なく、規模の大きい小売業でもメーカーやメーカーの代理店から商品調達している。

　中小企業の今後の課題としては、消費者ニーズへの対応や協業化・組織化・連鎖化により、競争力を強化する必要があると考えられる。
	　流通業は、地場資本が強いタイを除いては、マレーシア、インドネシア、フィリピンともに華人資本の比重が高い。生鮮食品の流通は前近代的な市場が中心で、マレーシアやインドネシアでは宗教上の理由から生鮮食品スーパーは苦労するとの指摘もある。
　また、日本の問屋のような存在がなく、中間流通が欠如している。そのため小売業の商品仕入先は多数にわたり、商流・物流とも煩雑なものとなっている。
　今後の課題は、経済発展に見合った流通合理化を実現することであり、そのためには、外資のノウハウなどを導入する必要があると考えられる。
	　市場経済化にともない、流通システムは国家の計画管理から自由な市場流通へと移行している。私有・個人企業が増加し、中国では小売業や卸売業の業態は多様化している。もっとも、まだ主流は伝統的な市場や近隣の専門商店街である。
　しかしながら、流通業の発展のために、市場取引に関する法規や物流のインフラを整備することが、まず必要と考えられる。
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～用語～

NIES…Newly Industrializing Economies 新興工業経済地域

発展途上国の中で，急速な工業化により高度経済成長を遂げた国・地域のこと。韓国・シンガポール・台湾・香港などは特に，「アジアNIES」と呼ばれる。アジア地域のほか，メキシコ・ブラジル・アルゼンチンなども含まれる。

アセアン…Association of South East Asian Nations　ASEAN：東南アジア諸国連合

　東南アジアの独立国で構成される地域協力機構。

　1961年発足の東南アジア連合（ASA）を前身として、1967年8月に、タイのバンコクで、タイ、インドネシア、フィリピン、マレーシア、シンガポールの５ヶ国によって創設された。その後、1980年代から90年代にかけて、ブルネイ、ベトナム、ミャンマー、ラオスが加盟。1999年には、カンボジアが正式に加盟し、東南アジア全10ヶ国による「ASEAN10」体制が実現することになった。東南アジア全体の安全保障、経済協力を図る組織として発展を遂げてきた。

OEM…Original Equipment Manufacturer　相手先ブランド製造

取引先のブランドで販売される製品の設計・生産

ODM…Original Design Manufacturing
取引先の会社の商標で販売される製品の受注生産

郷鎮（ごうちん）企業 

　中国の郷（＝村）と鎮（＝町）における中小企業。

　人民公社時代には社隊企業と呼ばれたが、公社解体後の1994年に現在の名称である郷鎮企業に正式に改称された。

　農業・工業・商業・建設業・交通運輸・飲食業など多業種にわたっており、改革開放政策以降、市場経済化促進の中心として、急速な発展を遂げた。

　また、国営企業をリストラされた雇用を吸収するのに、大きな役割を担った。

　2000年には、中国の農村社会生産額の３分の２近く、国内総生産（GDP）総額の３分の１近く、工業生産額の半分近くを占めるまでに発展した。

　一方で、郷鎮企業がもたらす水質汚染などの環境問題が深刻化している

ドイモイ…

ベトナムは、ベトナム戦争（７５年終結）を経て南北統一を果たしたが、旧南ベトナムの南部地方を中心に行われた性急な社会主義的改造路線により経済が沈滞した。さらにカンボジア侵攻、中越戦争で国際的に孤立し、経済は疲弊度を増した。

　この打開策として、８６年１２月の第６回党大会で採用されたのがドイモイ。「ドイ（変える）」「モイ（新しい）」を組み合わせた言葉で「刷新」を意味する。社会主義体制を堅持しながら改革開放路線を採用するもので（１）重工業優先政策の見直し（２）生活消費財の生産拡大（３）国際経済への積極的参入??などを強調し、中央集権的な計画経済から市場経済へ転換していくことを打ち出した。　導入後１０年たった９６年の党大会では、ドイモイの成果をうたうとともに「２０２０年までに工業国入りを果たす」の国家目標を掲げている。一方、国民の間では、経済のみならず、政治、社会分野でも「刷新」政策を広げ、民主化を推進させよという声がある。
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